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はじめに
　会計教育における複式簿記の記帳技術の習得にあたってグループウェア・システムを利用する場
合を検討した。すなわち複式簿記教育の，特に入門段階での新しい学習課程を考案し，その効果的
な実現のためにグループウェア・システムの種々の特性・技術を検討し，情報システム特にネット
ワーク・システムでのグループ学習を導入するために役立てるものである。なお考察にあたっては
ハードウェアとして城西大学女子短期大学部におけるパーソナル・コンピュータ（fCompaCJシ
リーズ。o・sはWindows　95）を用いた。またインターネットブラウザはネットスケープ
（Ver2．02j）を想定した。
1．簿記教育システムの検討
　会計教育における初学者にとって複式簿記技術の学習には困難さがあるといわれる。そのため教
育の課程，内容には工夫が必要とされるが，旧来の試行錯誤を通じてやがて理解にいたるとする記
帳訓練中心のいわゆる「仕訳は暗記である」で表現されるような無味乾燥な学習は受け入れがたい
ものと考える。そこでこのような簿記嫌いを醸成する原因の一つとなっている学習課程を根本的に
見直し，技術習得のための新しい学習課程を考案した。簿記システムの原理習得の段階に整合した
方法ともいうべきものである。そこでは取引の仕訳処理が勘定に記入されると即時に貸借対照表・
損益計算書に至る過程を思考する思考練習ともいうべき作業を常に繰り返し行うものである。いわ
ば骨格ともいうべき「複式記入機構の全体観の学習」をすすめる方法である。
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　また学習環境は近来の情報技術の浸透により，種々の機材が利用できる環境が整えられっっあ
る。ハードウェア製品の価格下落は，ネットワーク環境を利用した場合の授業進行を導入し易くし
ている。そこで会計教育においてもパーソナル・コンビ。・・一団を利用した授業進行で，グループ
ウェア・システムの環境による方法について検討することは有意義と思う。即ち会計教育，特に複
式簿記技術習得目的の簿記関係授業の場においてグループウェア・システムを導入した場合を目的
として，その教育支援に関連するグループウェア・システムの技術について検討した。
2．　グループウェアとその分野
　グループウェアは人間の協働作業（コラボレーション）を支援するシステムである。マン・マシ
ン・インターフェース，コンピュータ，データ通信の3つが揃うことによって，人間と人間のコン
ピュータを通じたコラボレーションが可能となる。グループウェアに関連する技術はコンピュータ
技術，通信技術，ソフトウェア技術等が含まれ，それらが統合され相互に連携し合う関係にあり，
そのため技術分野は広範にわたっている。またグループウェアの利用のためには，実際に使いやす
い環境であることが最も重要である。そのためユーザー・インターフェースの容易さを実現するた
めの技術に重点が置かれる。結果として利用する情報も多様となり，修飾つきのテキス・ト・イメー
ジ・表データ等の多様なデータ属性が混在した文書の取り扱い可能なものが望ましくなる。さらに
次のような機能を有していることがより効果的である。
　Qユーザーレベルでのカスタマイズの容易さ（ノン・プログラミングでの場合を含む）
　○ネットワークでの利用を考えて異機種環境のサポートによる相互運用性の実現
　○システム管理の容易さ
　○マルティメディア情報の取り扱いとグラフィカル・ユーザー・インターフェースの採用
　グループウェアは，以上のようなユーザー・インターフェースの環境にグループウェアのコミュ
ニケーション・情報共有・ワークフローという各機能を実現するソフトウェア製品が適用されるこ
とによって実現する。
3．　会計教育支援とグループウェア技術
一般にグループウェア導入の目的はグループの生産性向上である。会計教育の分野にはグループ
としての学習効果の向上を目的とするものがあり，グループウェアの適用が考えられる。グループ
ウェアの技術は単純な情報と複雑な情報の両方を効率的に処理し，その情報を特定の個人やアプリ
ケーシgンに伝送する統合されたメッセージ転送機能に依存している。この点を授業運営からみれ
ば次のような効果が期待できる。学生のメール機能の活用や，指導側でのモニター，質問やつまつ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会計教育支援とグループウェア・システム　47
きを発見した段階でコンピュータを通じての指導，学習の場へ出向いたり，呼び出しによるより効
果的な指導等である。即ちチーム・ティーチングについての効果的な展開が可能である。ここで
は，さらに教育現場での運用の便宜に配慮して次のような機能を含むシステムを検討の前提と
した。
　○マルチメディア・データを容易に活用できる。
　O教材の容易な拡張性，教授知識との整合性を考慮する。
　○自由な検索を可能とするハイパーテキスト機能が利用できる。
　○教材分野専門家による容易な教材作成を可能とする。
　以上のような視点から，グループウェアの3つの分野をとりあげ，会計教育支援と関連する技術
について検討した。
3．で　コミュニケーーション
　電子メールはグループウェア・システムでは，その導入の基盤となる位置を有している。グルー
プ間で文書，スケジュール，アイディアなどの情報をタイムリーに，また離れた地点でも連絡でき
る。規模の大小にかかわらず組織でコミュニケーション・ツールとして利用が可能なコミュニケー
ションの最も基本的なツールといえる。
　教育支援との関わりからは，初歩的な取引処理等における利用が考えられる。
　また最近ではグループウェア製品としては，映像・音声を扱う機能を標準仕様として取り組む動
きが加速している。電子メールにも映像，音声といったマルチメディア・データを用いることがで
きると，リアルタイム・コミュニケーションが実現されやすくなり，電子会議等のコミュニケ“
ションが可能となる。この技術が適用された環境ではさらに教員とのコミュニケーション等効果的
な運用が考えられる。
　導入にあたっては，システム管理者のバックエンド・サービスとツール，エンドユーザーのフロ
ントエンドの2っの領域によるクライアント／サーバーシステムにより構成できる。
　またシステム環境によっては集中型の場合でもファイル共有目的のメール・システムが利用で
き，ファイル共有システムとサーバーからなる混合環境の運用も可能なことが望ましい。
　3．2情報共有
　電子メール技術が導入されれば，情報を共有するための最も基本的な環境が整うことになる。グ
ループウェア製品でも情報共有によるデータベースによって，電子メール機能を中核としたスケ
ジュール管理や共有掲示板等多岐にわたる製品群が生まれている。電子メール・システムを使って
通知を送受信し，タイムリーに情報を共有し，ファイルや文書の配布ができる。さらに情報共有に
よってグループ内で文書，スケジュール，アイディアなど様々な情報を共有し（一種のデータベー
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ス），蓄積，アクセス，コピー，配布，利用等により，グループとしての知的生産性の向上を図る
ことができる。
　さらにデKスカッション・データベース，ドキュメント・レポジトリ，ニュース・データベース
などによるデータベースの形成によって情報管理，履歴追跡，分類のためのスキーマ構築等の効果
的な利用が可能になる。
　なお情報共有のデータベースといっても，一般的なリレーショナル・データベースとでは違いが
あることは教育支援の上で配慮が必要である。
　リレーシgナル・データベV一・ス
　データ構造が一定の表形式等で構造化され，データ中心の構成をとり，基本的なデータ要素に分
割して管理するのが通常である。利用形態は，一般的にバックオフィス・オペレーションとして利
用され，一貫性のあるリアルタイムのトランザクション処理やビジネス・トランザクションの処
理／分析を行うことを主要なものとしている。システム管理では排他制御が特徴的である。
　グループウェア
　グループウェアでは，テキスト中心のデータを利用する非構造化データが多い。データ種類とし
ては複合した文書データをサポートできる機能が要求される。また分散環境で使用可能な場合を想
定している場合が多い。排他制御技術は主要なものとされていない点でリレーショナルデータベー
スと大きく異なる。
　以上のような情報共有のデータベースの利用環境は，教育支援の点からいえばまさに授業クラス
での取引データベース形成によるデータ集計・検索等の会計技法としての利用を可能とする。加え
てCAIアプリケーションとして個人画面と共有画面の同時表示による作業場の提供を実現し，個
別に問題にあたることとともに協調して問題解決にあたる等のシステム（例えば本支店会計，連結
決算等の業務処理）により，全体的傭轍が重要な論点についても利用できる。また学習者の実行進
度や取得した点数などの情報を学習状況として，総合的に記録管理することができる。
3。3　ワークフll　一
　グループウェア・システムの大きな分野としてワークフローがある。ワークフm一は，グループ
問にまたがる処理を自動化し，業務の流れや関連するデータをコンピュータで管理するものであ
る。ワークフローは，業務改革・改善を目的としたビジネスプWセス・アプリケーションとしての
情報の処理プmセスと規則にシステムの特徴がある。
　ワークフur・一一・システムを構築するには，作業フロー定義，各プロセスでのアプリケーション呼
出等の連携作業進捗管理の各機能が必要である。グループウェアのワークフロー製品では作業の
手順を指定して，担当者から担当者への文書の受渡しやそれぞれの担当者での処理を自動的に行う
構成が中心となっている。さらに全体の進捗状況や，個人が行うべき処理の指示を視覚的に把握で
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きる機能を有する場合が多い。ソフトウェア技術としては条件分岐を含むフロー定義技術や複雑な
フィルタリング技術，アプリケーション連携，時闇をトリガーとする各種の手順進行，進捗管理等
の構成を主なものとしている。会計教育支援としては，まさに経理プロセスによるフw一を通じて
会計情報が集約されてゆく過程に適用することが可能である。また各種のビジュアルフロー定義機
能や，業務分析ツール・業務進行マップ機能等を有している製品も多くあり，初学者の学習論点で
は関連性が少ないが，システムの運用の仕方によっては非常に興味深い手法が内在していると
思う。
3．4　インターネット・ブラウザー
　最近のInternetの発達やそのためのブラウザーの開発高速ネットワvクの発達やISDNの利
用により，国内国外を問わないグループウェアの発展に大きく影響するグローバル・ネットワーク
に関する技術は極めて重要である。
　インターネットは世界規模で何百万人もの人々を仮想的空間に接続する。物理的，仮想的ネット
ワーク上でのコミュニケーションと情報共有を可能にする環境ともいえる。インターネットは全て
の電子メールに共通基盤として利用できる。またインターネットをグループウェア構築の媒体とし
て活用する場合の効果も大きい。
　ここではインターネットそのものの教育支援とは別に，次に示す教育支援と関連した技術につい
て検討した。
　（1）HTTPとインターネット・ブラウザー
　組織内で情報共有しようとする時の問題に，複数のOSを混在させて利用している場合がある。
Webブラウザでは，各種のOS上で共通プロ｝・コルであるHTTPを使って情報を流通するため，
その共用情報へのアクセス・ツールのために，組織内で利用するOSの統一等の問題が解消する。
　そのため過去に蓄積した利用機種の異なる教育用のデータを容易に利用できる。特にブラウザー
と呼ばれるソフトウェアは，ユーザー共通のプラットフォームとして運用することができ，教育支
援システムの構築が簡易にでき，学習者にとっても操作しやすい環境といえる。
　（2）　HTML
　異種ソフトウェアの利用により必要とするデータフォーマットが異なることは情報共有とって困
難な問題を生む。全てのデータをHTMLという共通語によって利用すれば，データフォーマット
の統一に関する参州がない。従来利用しているソフトウェアを使い続けながら情報を共有する事が
可能である。なお利用できるデータにはテキスト・リッチテキスト，表計算データ，イメージ，リ
レーショナルデータベースのテーブル，ニュース，電子メール，SGML文書管理レポジトリー，
動画，音声という各種のマルチメディア・データがあり，この点でも多様な教材が簡易に製作する
ことができる。
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おわりに
　現在以上のようなグループウェア技術を利用した複式簿記会計教育支援の論点コースを製作して
いる。製作の過程では特にブラウザーを利用したシステムの開発で興味深い特徴がみられた。完成
を待って具体的なシステムを発表する予定である。さらに現在授業で利用している文書教材を多様
な利用に資するためHTMLファイルに書き改める作業も進めてゆく予定である。加えて以下の領
域の研究を発展させたい。
○ネットワーク環境での運用を試みて，その評価をとり柔軟な使い方を模索する一方で併せてグル
　ープ学習過程を測定する。
○学生のメール機能の活用方法や，質問やつまづきを発見した段階でコンピュータを通じての指導
　システムを開発する。
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